
質
問

中
学
校
給
食
の
在
り
方
に

つ
い
て
は
、
有
識
者
や
学
校
関
係

者
等
か
ら
幅
広
く
意
見
を
聴
取
し
、

慎
重
な
検
討
の
結
果
、
４
年
１２
月

に
方
針
を
ま
と
め
、
全
員
給
食
の

必
要
性
等
が
示
さ
れ
た
。
方
針
策

定
の
段
階
で
は
、
「
全
員
給
食
の

必
要
性
や
整
備
手
法
等
」
が
論
点

と
な
っ
て
い
た
が
、
物
価
高
騰
が

続
く
な
ど
社
会
情
勢
の
変
化
等
に

伴
い
、
論
点
は
、
「
無
償
化
」
に

移
行
し
て
い
る
と
考
え
る
。
義
務

教
育
に
お
け
る
保
護
者
の
負
担
軽

減
は
優
先
度
が
高
い
た
め
、
小
学

校
給
食
の
無
償
化
は
も
ち
ろ
ん
、

塾
代
や
食
費
等
の
経
済
的
負
担
が

よ
り
大
き
い
中
学
校
に
お
い
て
も
、

全
員
給
食
の
実
施
と
併
せ
、
無
償

化
を
実
現
す
べ
き
と
考
え
る
が
、

今
後
の
方
向
性
を
聞
く
。

答
弁

現
下
の
物
価
高
騰
の
状
況

や
国
の
動
き
等
に
鑑
み
、
本
市
の

子
育
て
施
策
と
し
て
、
小
学
校
だ

け
で
な
く
中
学
校
で
も
給
食
費
の

無
償
化
に
向
け
て
取
り
組
む
必
要

が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
無
償
化

の
実
現
の
た
め
に
も
、
ま
ず
は
中

学
校
に
お
け
る
全
員
給
食
の
着
実

な
開
始
に
向
け
、取
組
を
進
め
る
。

よ
り
よ
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
た
め

デ
ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
と
育
成
を

質
問

デ
ジ
タ
ル
・
Ａ
Ｉ
技
術
を

積
極
的
に
活
用
し
、
市
民
の
利
便

性
向
上
に
向
け
業
務
の
効
率
化
を

図
る
な
ど
、
よ
り
よ
い
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
を
目
指
す
と
い
う
が
、

技
術
の
活
用
に
は
人
材
の
確
保
、

育
成
が
重
要
と
な
る
。
デ
ジ
タ
ル

人
材
確
保
の
た
め
、採
用
や
育
成
、

組
織
づ
く
り
等
に
つ
い
て
、
今
後

ど
の
よ
う
に
取
り
組
む
の
か
。

答
弁

採
用
試
験
の
職
種
区
分
に

Ｉ
Ｔ
資
格
枠
を
設
け
た
ほ
か
、
職

員
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
等
の
た
め
、

Ｄ
Ｘ（
＊
１
）推
進
リ
ー
ダ
ー
を
各

部
署
に
配
置
し
、研
修
を
行
っ
た
。

ま
た
、
Ｄ
Ｘ
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

チ
ー
ム
に
お
い
て
業
務
改
善
手
法

の
洗
い
出
し
を
行
う
な
ど
、
全
庁

横
断
的
な
取
組
を
進
め
て
い
る
。

要
望
等

デ
ジ
タ
ル
人
材
が
不
足

す
る
中
、
ど
う
い
っ
た
業
務
が
あ

り
、
ど
の
よ
う
な
Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
が

必
要
な
の
か
、
デ
ジ
タ
ル
業
務
や

人
材
の
整
理
、
可
視
化
を
図
り
、

採
用
、
配
置
を
計
画
的
に
進
め
る

な
ど
、
戦
略
的
な
人
材
の
確
保
、

育
成
に
努
め
る
よ
う
要
望
す
る
。

市
駅
周
辺
再
整
備
を
進
め

本
市
の
持
続
的
な
発
展
を

質
問

市
長
が
目
指
す
市
駅
周
辺

再
整
備
の
考
え
を
実
現
す
る
に
は

新
庁
舎
の
位
置
を
決
め
る
必
要
が

あ
る
が
、
こ
の
ま
ま
で
は
再
整
備

が
進
ま
ず
、
に
ぎ
わ
い
の
創
出
や

雇
用
、
消
費
等
の
効
果
を
生
み
出

す
こ
と
が
で
き
ず
に
民
間
投
資
の

機
会
を
逸
す
る
こ
と
も
危
惧
し
て

い
る
。
市
民
の
様
々
な
意
見
を
踏

ま
え
な
が
ら
、
で
き
る
だ
け
早
期

に
新
庁
舎
の
位
置
を
確
定
さ
せ
整

備
を
進
め
て
い
く
べ
き
だ
が
、
今

後
ど
の
よ
う
に
取
り
組
む
の
か
。

答
弁

市
民
説
明
会
等
で
受
け
取

っ
た
様
々
な
意
見
に
で
き
る
限
り

対
応
で
き
る
よ
う
十
分
に
検
討
し
、

動
き
始
め
て
い
る
再
整
備
の
流
れ

を
止
め
る
こ
と
な
く
事
業
を
進
め

る
。
早
期
に
事
業
効
果
を
生
み
出

す
た
め
、
ま
ず
は
新
庁
舎
の
位
置

を
確
定
さ
せ
、
目
指
す
ま
ち
づ
く

り
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
く
。

要
望
等

再
整
備
事
業
は
、
に
ぎ

わ
い
創
出
や
地
域
経
済
の
活
性
化

等
に
つ
な
が
り
、
本
市
を
持
続
的

に
発
展
さ
せ
る
た
め
に
必
要
と
考

え
る
。
市
民
の
様
々
な
意
見
に
可

能
な
限
り
対
応
し
な
が
ら
、
再
整

備
の
ビ
ジ
ョ
ン
や
そ
の
取
組
の
効

果
を
積
極
的
に
発
信
し
、
同
事
業

に
取
り
組
む
よ
う
要
望
す
る
。

◆
そ
の
他
の
質
問

○
三
季
休
業
期
の
留
守
家
庭
児
童

会
室
で
昼
食
提
供
サ
ー
ビ
ス
を

○
外
出
困
難
な
人
に
地
域
や
状
況

に
応
じ
た
持
続
可
能
な
支
援
を

枚
方
議
会
２
面
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鍜治谷知宏

ランチボックス方式の中学校給食

今後４年間の取組方針
これまで、２０年・３０年先の未来を見据えて、子育
て支援や教育の充実をはじめ、地域資源を活用した
経済の活性化に向けた取組などの市政運営に取り組
んできた。そして、近年、若い世帯の転入が転出を
上回るようになるなど、取組の成果が少しずつ形と
して現れ始めている。
子育て世帯をターゲットにした施策のより一層の
充実と市駅周辺再整備事業を最重点施策とし、ＳＤ
Ｇｓにおいて提唱される社会、環境、経済の３側面
の調和を図りながら、人口減少が進む中においても、
一人一人が将来にわたって幸せを実感できる持続可
能な発展を目指し、市政運営に全力を尽くす。

２つの最重点施策

最重点施策① 子育て世帯をターゲットにした施策

�母子保健と児童福祉の機能を併せ持つ
こども家庭センターを設置する。
�今後の保育ニーズを見極めながら、引
き続き待機児童の「通年のゼロ」を目指す。
�就学前児童施設に通う全ての子どもたちが小学校
へ円滑に就学できるよう、市独自で策定するプロ
グラムを推進する。
�就学前児童施設に子どもを通わせる保護者の経済
的、時間的な負担の軽減を図るとともに、在宅で
の子育て世帯を対象としたサービスを充実させ
る。
�子どもがわくわくするような公園の整備など、身
近な地域での子育て環境の充実を図る。
�課題解決型学習を充実させ、問題発見・解決能力
等を育成するとともに、これまで進めてきた小中
一貫の英語教育や読書活動を推進する。
�子どもたちの体験の幅を広げるため、市内企業等
との連携による実社会を経験する機会をつくる。
�全ての子どもたちに個別最適で協働的な学びを実
現するとともに、さらなるデジタル技術の活用や
学校教員の働き方改革を進め、より効果的で質の
高い教育の実現を目指す。
�保護者の負担軽減を目的とした小学校給食の無償
化や、健やかな成長を支えるための中学校での全
員給食の実施に向けた取組を進める。

�学校施設のさらなるバリアフリー化やＺＥＢ化な
ど環境整備を進める。
�小・中学校における支援教育の一層の充実を図る。
�いじめ問題への早期対応と未然防止の取組を強化
するとともに、学校に登校できない、あるいは登
校しにくい子どもたちへの多様な学びの機会を拡
大させる。
�ヤングケアラーや経済的困難を抱える家庭への支
援を充実させる。
�虐待はもとより、子どもやその保護者への緊急か
つ、より専門的な対応を一貫して行えるよう、児
童相談所の設置に向けた準備を進める。

最重点施策② 市駅周辺再整備の着実な推進

�市駅周辺エリアに、豊かな緑の空間と、
住むだけでなく、働く場、学ぶ場、楽
しめる場など、様々な都市機能を集積させ、ゆと
りと利便性を併せ持つこれからの時代に即した環
境整備を図る。
�利便性と安全性の向上を図るスマートシティの実
現を目指し、デジタル技術を積極的に活用する。
�地域資源を活用した、人が中心のウォーカブルな
まちづくりを目指し、市駅周辺再整備基本計画に
おいて設定した街区ごとの整備を一体的に捉え、
着実に進める。そのために、市駅北口及び東側（③
街区）の整備を次の街区整備へとスムーズに展開
することが必要であり、早期に新庁舎位置を確定
させ、民間施設の誘導を図りながら連鎖型のまち
づくりに取り組む。
�市駅東側の複合施設は市役所の市民窓口、生涯学
習交流センター、図書館をはじめとする行政機能
の集約化による駅直結の便利な公共スペースを設
け、市民サービスの向上を目指す。
�新庁舎は、災害時においても行政機能を最大限に
発揮する高度な防災拠点施設とするとともに、多
様化する市民ニーズへ個別丁寧に対応するため、
対面とオンラインのそれぞれの強みを生かした充
実を図るなど、安全、安心と利便性を実感できる
市役所を目指す。新庁舎機能の集約において、本
庁舎と支所の役割を整理する。支所は地域共生社
会の実現を見据え、地域において一人一人に最適
で包括的な支援へとつなげられるよう、新しい地
域拠点の構築に向けた取組を進める。

�現市役所、旧市民会館周辺（④街区）にはニッペ
パーク（岡東中央公園）を生かした公園、広場を
拡大配置し、緑の空間を創造するとともに、民間
の提案を募り、笑顔があふれ、にぎわいを生む空
間活用を図る。

課題解決に必要な３側面の取組の方向性
取組に当たっては、職員が活躍できる職場風土の
譲成、ＡＩ等最先端技術の活用等を図り、よりよい
行政サービスの提供を目指す。

社会面 誰一人取り残されない社会の実現

�災害への備えをはじめ、犯罪や交通事
故の防止、救命救急への体制強化など、
かけがえのない命を守れるよう取り組む。
�健康寿命の延伸に向けた取組を推進し、高齢者が
生き生きと過ごせる優しいまちの実現に取り組
む。
�誰もが居場所と役割のあるコミュニティづくりの
推進や健康増進など多角的な視点を踏まえ、高齢
者の外出支援の充実に取り組む。
�新興感染症への対策をはじめとする地域保健体制
や医療連携の強化を図る。
�障害者の自立支援と社会参加の促進や、孤独、孤立
に悩む人への社会や人とのつながりの構築に向け
た支援などで市民の安全、安心な暮らしを支え
る。
�犬や猫をはじめとする動物の命を尊び、殺処分ゼ
ロを継続していくための取組を充実させる。
�生涯にわたり活躍できる機会の創出や、質の高い
文化芸術、スポーツに親しむことができる環境の
充実を図る。また、ｅスポーツについては、コミ
ュニケーションツールとして社会課題の解決に活
用するとともに、地域活性化や産業振興といった
経済面での効果も見極めながら施策展開を図る。
�男女共同参画を推進し、性の多様性が尊重される
社会の実現を目指す。
�多文化への理解促進や外国籍の市民等への支援の
充実を図るなど、多文化共生社会の実現に向けた
取組を推進する。
�非核平和宣言都市として、平和の尊さや意義を強
く訴える。
�あらゆる取組の礎に人権の尊重を置くことで、お

互いの違いを認め合い、他者の立場に立って考え、
行動することを推進し、まち全体の人権意識の向
上を図る。

環境面 自然や生活環境の保全と
都市機能充足の両立

�２０５０年のゼロカーボンシティの実現に向け、
地域脱炭素の取組を進め、２０３０年度までの温
室効果ガス排出量の削減目標の達成を目指すとと
もに、循環型社会を推進する。
�東部の里山や淀川の水辺空間など、豊かな緑と恵
まれた自然環境を守り、育む。
�水道水を安定供給するための中宮浄水場の移転建
て替えや、京田辺市との共同による可燃ごみ広域
処理施設の整備を進める。
�都市計画道路をはじめ、人や自転車にとって安全
で快適な通行空間の整備を着実に推進する。
�ＪＲ学研都市線沿線について、本市を含む関係機
関で構成する協議会において、沿線一体のまちづ
くりビジョンを策定し、ソフトとハードの両面か
らまちづくり方策の実施へとつなげる。

経済面 地域経済の活性化

�大阪・関西万博を契機に、市の地域
資源を生かしたブランドの開発や地域ビジネスを
創出するなど、「ひらかた万博」の取組を推進し、
市民のまちへの愛着を高め、地域経済の活性化を
実現する。
�大阪・関西万博を見据えた外国人観光客の誘導も
視野に入れ、枚方宿など市の歴史文化遺産等を活
用するとともに、淀川河川敷では子どもから大人
まで楽しめるアクティビティーの充実を図る。
�東部地域では地域資源を生かした活性化を図り、
市域における観光ツーリズムの展開を目指す。
�創業や起業を支援し、市内での活発なビジネスの
創出を図る。
�ものづくり企業の積極的な魅力発信や女性が生き
生きと活躍できる環境づくり、若者の市内企業へ
の就職を促進するなど、地域産業の活性化を図
る。
�農を守り産業化を推進していくため、就農から経
営までを支援し、東部地域の里山や農の営みを次
世代へと継承する仕組みづくりに取り組む。

♦本市議会には全員協議会、委員協議会という会議体がある。♦本市は、ほぼ１年を通して定例会の会期とする通年議会制を導入しており、臨時会の開催はほぼない。

令和５年（２０２３年）１２月１日 枚 方 市 議 会 報 第３４７号 ＜ ２ ＞


